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学校法人国際基督教大学 

2015年度事業報告書 

 

Ⅰ. 法人の概要 

 1.  法人の目的 

  学校法人国際基督教大学は、教育基本法及び学校教育法に従い、基督教の精神に基づき、「人権に関

する世界宣言」の理想に則り、国際的協力の下に、大学その他の学校法人及びこれに附属する研究施設

を設置することを目的とする。（学校法人国際基督教大学寄附行為第2条） 

 

 2. 法人の所在地、役員・評議員、沿革 

（1）所在地    学校法人国際基督教大学 

            〒181-8585 東京都三鷹市大沢3-10–2 

            ☎ 0422-33-3131（代表） 

 

（2） 役員・評議員（2016年6月1日現在を掲載） 

   理 事  16名 

    北城 恪太郎（理事長） 

    山本  和 （常務理事 財務担当・高校担当） 

    富岡 徹郎 （常務理事 総務担当） 

    新井 亮一   八田 達夫   日比谷潤子   ﾏｲｹﾙ T.ｶﾜﾁ   風間 晴子 

   木越  純   近藤 勝彦   増渕  稔   水之江郁子   中村 一郎 

   齋藤 顕一   酒井綱一郎   竹内 弘高    

   監 事   3名 

    青本 健作   八田 陽子  柴田 愛子 

   評議員  51名 

 

（3） 沿革 

昭和28年3月23日 学校法人国際基督教大学設立認可 

昭和28年3月23日 国際基督教大学設置認可 

昭和28年4月1日 国際基督教大学教養学部（人文科学科、社会科学科、自然科学科）開学 

昭和29年2月15日 教養学部英語学科増設認可 

昭和32年3月15日 大学院教育学研究科修士課程（教育心理学専攻、教育方法学専攻）設置認

可 

昭和33年3月25日 大学院教育学研究科修士課程教育心理学専攻を廃止し、教育原理専攻設置

認可 

昭和35年4月1日 教養学部英語学科を語学科に改称 

昭和37年3月23日 教養学部教育学科増設認可 

昭和37年3月23日 教育学専攻科設置認可 
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昭和38年3月29日 大学院行政学研究科修士課程（行政学専攻）設置認可 

昭和39年3月31日 大学院教育学研究科博士課程（教育原理専攻、教育方法学専攻）設置認可 

昭和44年4月1日 教養学部自然科学科を理学科に改称 

昭和51年3月25日 大学院行政学研究科博士課程（行政学専攻）設置認可 

昭和51年3月25日 大学院比較文化研究科修士課程、博士課程（比較文化専攻）設置認可 

昭和52年10月18日 国際基督教大学高等学校設置認可 

昭和53年4月1日 国際基督教大学高等学校（普通科）開校 

昭和62年3月18日 大学院理学研究科修士課程（基礎理学専攻）設置認可 

平成2年12月21日 教養学部国際関係学科増設認可 

平成19年4月26日 教養学部アーツ・サイエンス学科設置届出 

平成21年4月27日 大学院アーツ・サイエンス研究科設置届出 

 

 3. 設置学校及び学部・学科・研究科等の入学定員、学生（生徒）数の状況（2015年5月1日現在） 

（1）国際基督教大学 （1953年4月1日開学） 

    学 長 日比谷 潤子 

    所在地 東京都三鷹市大沢3-10-2 

              教養学部  人文科学科、社会科学科、理学科、語学科  

          教育学科、国際関係学科、アーツ・サイエンス学科 

           大学院  教育学研究科、行政学研究科、比較文化研究科  

    理学研究科、アーツ・サイエンス研究科 

         ①教養学部定員及び実員                                       （単位：名） 

 入 学 定 員 総 定 員 実 員 摘 要 

教 養 学 部 合 計 620 2,480 2,681  

うち人文科学科 ─  ─ 0  2008年4月募集停止 

社会科学科 ─  ─ 1 2008年4月募集停止 

理学科 ─  ─ １ 2008年4月募集停止 

語学科 ─  ─ 2 2008年4月募集停止 

教育学科 ─  ─ 1 2008年4月募集停止 

国際関係学科 ─  ─ 0 2008年4月募集停止 

アーツ・サイエンス学科 620 2,480 2,676  

 

         ②大学院研究科定員及び実員                                     （単位：名） 

 入 学 定 員 総 定 員 実 員  

大 学 院 合 計 104 228 166  

うち教育学研究科 ─ ─ 1 2010年4月募集停止 

行政学研究科 ─ ─ 0 2010年4月募集停止 

比較文化研究科 ─ ─ 3 2010年4月募集停止 

理学研究科 ─ ─ 0 2010年4月募集停止 

アーツ・サイエンス研究科 104 228 162  
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 （2） 国際基督教大学高等学校 （1978年4月1日開学） 

     校 長 中村 一郎 

        所在地 東京都小金井市東町1-1-1 

              全日制課程普通科 

          ① 高等学校定員及び実員                                      （単位：名） 

 入 学 定 員 総 定 員 実 員 

普 通 科 合 計 240 720 768 

うち帰国生 160 480 516 

一般生 80 240 252 

 

4. 教職員数 

 （1） 大学教職員 

 専任教員 169名    非常勤講師 163名   専任職員 166名 

   （客員教員を含む）                    （特別職員・一般嘱託・特別嘱託等を含む） 

 （2）高等学校教職員 

 専任教員   47名    非常勤講師    55名   専任職員  15名 （一般嘱託・特別嘱託を含む） 

 
Ⅱ. 事業の概要 

A. 大学部門 

 本学は、1953年開学以来、学問への使命、キリスト教への使命、国際性への使命を掲げ、少人数制によ

るリベラルアーツ教育によって世界を舞台に活躍する人材を輩出してきた。その教育理念は「神と人とに奉

仕する」人の育成にある。このことは21世紀も変わることなく堅持する。 

  2014年9月に、文部科学省「スーパーグローバル大学創成支援」（事業期間は2014年度から2023年度

までの10年）に採択された本学の取組『信頼される地球市民を育むリベラルアーツのグローバルな展開』

は、2年目にあたる2015年度も実施計画を着実に遂行した。今後も本取組の推進により世界のリベラルア

ーツ大学と協働して、本学の使命を果たしていく。また、言語背景に関わらず、国内外のすべての学生に 

開かれた年2回(4月・9月)の入学者選抜制度（「ユニヴァーサル・アドミッションズ」）を構築し、2017年度から

開始する。  

 さらに、理想とするリベラルアーツ教育を実践し、グローバル化を一層進めていくためには、これらに相応

しい学修環境の構築も重要な課題であるとの認識のもと、ICUキャンパス・グランド・デザインを作成し、まず

新たな学生寮2棟を建設することとし2015年12月に着工した（2017年4月開寮予定）。加えて、2013年に60

周年を迎え、21世紀の新たな潮流の中で献学の理念を具現化するため、2011年から2015年までの5年間

を記念事業期間と定め、事業テーマ「ダイアログ（対話）」のもと、最終年度にあたる201５年度も種々の企画

やイベントを実施した。 

  本学は、中長期的展望にたち、さらに発展し献学の理念を達成するために、2015年度は通常の事業に

加え以下の事業を行った。 

 

1． キリスト教精神に基づく教育環境の充実 
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 キリストの福音によって立つ大学として、大学礼拝、C-week（キリスト教週間）等、キリスト教諸活動の実

質化を推進するため、特に、時間割改革（後述）のなかで大学礼拝の時間帯を見直し、2015年度は学

生・教職員が出席しやすいスケジュールの検討・調整を行った。 

 

2． ICUで学ぶ潜在的能力／資質を持つ入学者を選抜する制度の強化 

（1）  一般入学試験 

多元的な尺度による入試を目指し、2015年度入試から新たな試験科目として「総合教養（ATLAS）」

を導入し、2016年2月に2回目の一般入学試験を実施した。今年度からはウェブ出願も開始し、受験

生の出願の利便性を高める施策も行った。志願者数は、昨年比14%減であったが、昨年は新入試制

度導入により非常に高い関心を集め22%増となっていたため、その反動と捉えている。一方、「総合教

養」と英語の外部試験（IELTS又はTOEFL）を利用するB方式においては、前年のほぼ2倍の志願者

数を得た。制度改革を機軸とした地道な広報活動により、B方式の情報が、本学が求める受験生層に

浸透し始めていることが確認できる。また、地方からの志願者獲得のため、国内をブロック化し、効果

的な広報展開を推進した結果、全国の全ての都道府県から志願者を得た。加えて、入学者数の歩留

まりが5％以上上昇しており、受験生の本学の教育に対する認識が高まってきていることが確認できた。 

（2）  4月入学帰国生特別入学試験 

一般入学試験に合わせ、4月入学帰国生特別入学試験においてもウェブ出願を導入した。志願者

数は前年比21%増、入学者数の歩留まりも前年より20%以上上昇した。4月入学帰国生特別入学試験

は、2017年度入試からはユニヴァーサル・アドミッションズの枠組みに組み込まれる。受験生の教育背

景が多様化していることから、ユニヴァーサル・アドミッションズの一連の広報の中で、さらに幅広く情

報の訴求に努めていく。  

（3）  ICU特別入学選考 

   4月入学帰国生特別入学試験と同時期に実施しているICU特別入学選考においても志願者数は

前年比21%増と5年振りに200名を超えた。特に理系学生の確保を目指したBカテゴリー（一次選考：書

類選考、二次選考：理系プロジェクトのプレゼンテーション）は、導入2年目を迎え、2名から6名へと志

願者が着実に増加している。国内広報活動においては、一般入学試験の「総合教養」、B方式に加え、

当該選考Bカテゴリーの情報の訴求に注力してきた。このBカテゴリーは「文理を超えたリベラルアーツ」

を体現する入学者選抜の一つとして、引き続き、志願者増を目指す。 

（4）  指定校推薦入学試験 

       国内ブロック化による広報戦略の方針に基づき、本学が特に指定する指定校の中から、各ブロック

の拠点候補となる高校を訪問し、本学の教育理念の共有化を図った。高校教員との信頼関係を構

築し、推薦入試による出願だけではなく、一般入試を始めとする各種入学試験への出願に繋がるこ

とを目指す。また、国際基督教大学高等学校に対する推薦入試については、出願資格を見直し、さ

らに多様な教育背景を持つ生徒の受け入れることを決定した。 

（5）  9月入学書類選考 

   9月入学書類選考は、2015年度入学選考からウェブ出願を導入し、2014年度から57%増という過去

最高の志願者数を得ることができたが、2016年度については、さらに26%志願者が増加し、2014年度

の2倍、300名を超える結果となった。「Japan Study Support」という日本留学向け大学紹介サイトの利
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用をウェブ出願と連動させた結果である。志願者の教育背景を分析し、それらを参考にしてさらに効

果的な広報戦略を検討する 

（6）  国内広報活動 

   キャンパスで開催する夏のオープンキャンパスでは、3回で過去最高の7,644名の参加者を得た。ま

た、大阪、福岡で開催したオープンキャンパスにおいても2箇所合計で300名を超える来場者があった。

入試相談会、高校訪問、出張授業等も、地域、高校を精査しつつ2015年度から回数を増やして実施

した。 

（7）  海外広報活動 

   東南アジアの拠点地域を定め、インターナショナル・スクールに加え、新たに現地校も対象とし、本

学の教育の質を直接伝えることに注力した。特にシンガポール、ジャカルタ、香港を重点的に、今後、

ネットワークを強化すべき高校のターゲット化を図った。継続して実施している国際基督教大学高等

学校との高大合同説明会もアジア地域をターゲットとして上海会場に参加し、また、JICUFと協働して

行う北米のリクルーティングにおいては、西海岸地域におけるJICUFのネットーワークを活用した高校

訪問及びセッションを実施した。 

（8）  高大連携 

   国内の各ブロックにおいて、本学と教育理念を共有できる高等学校を選別し、2015年度は3校と高

大連携協定を締結した。2016年度は新たな連携校の可能性を探りつつ、協定校を基盤として当該ブ

ロックにおける広報活動の強化を図り、さらなる成果に結びつけたい。 

 

3． 教学改革の推進：教養学部 

（1） 教養学部の改善 

   2013年秋に学長から教学改革レビューの開始が公式に宣言され、教養学部長を中心とした体系的

な改革評価が始動し、2015年度は①学修・教育センター（Center for Teaching and Learning）の活動

を開始した。②保健体育カリキュラム改革に伴う卒業要件の変更を行い、2017年度入学生から学生

の主体性に基づく履修を可能とし、教養学部に相応しい科目開講の見直しを行った。③教授言語表

記の見直しを実施するとともに本学のバイリンガリズムを考慮した教授言語の再定義を行い英語開講

科目の増加に努めた。④世界の言語の整備として、新たに3か国語（アラビア語、インドネシア語、イタ

リア語）を開講し、想定を上回る学生が履修した。⑤ICUの理念に相応しいバイリンガリズムの充実の

ため、ELA履修中の一部の学生にJLPのPlacement Testを実施、初めて母語が日本語である日本人

学生を対象に日本語能力を考査した。なお、メジャー制度の効果を高める学系の導入、一般教育科

目及びIDメジャーの再編、時間割の見直しについては構成員の十分な理解を得る努力を優先し継続

課題とした。 

① 学系の導入とこれに伴うカリキュラムの見直し 

（ⅰ）学系 

      「人文科学」「自然科学」の他、「社会・文化・メディア」「経済・経営・法学」「国際関係・公共政策・

政治」の5つをデパートメントとしてまとめた。教育学・言語教育、心理学・言語学、歴史は2016

年度中に新たなグループ化を行う。 

 （ⅱ）基礎科目 
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     学系毎に開講する基礎科目等を設置検討するにあたって、体系的な学修指導を強化すること

とし、現時点では学系導入による卒業要件の変更は行わないことを確認した。 

 （ⅲ）一般教育科目 

        一般教育科目は系列Ⅰ•Ⅱの見直しを一般教育委員会内で検討した。併せて、ここ数年の履

修人数実績を参考に、定員数15名程度の少人数型の一般教育科目の設置を検討した。 

 （ⅳ）IDメジャー 

     5月、11月、1月にIDメジャー委員会を開催し、学系制度とIDメジャーの関わりや、学系制度導

入に伴うIDメジャーの再編を目指すことで合意した。専任教員の配置や運営方法についても

引き続き検討した。 

② リベラルアーツ英語プログラム（ELA）／日本語教育プログラム（JLP）の語学能力に応じた新入生の

受け入れ 

      ELA、JLPの語学プログラムの関係性を強化し4月入学生、9月入学生それぞれに適した語学カリ

キュラム導入に向けた調査・検討を行った結果、育成・学修環境による学生の多様性が判明した

ため、当面は学則改定を行わず、柔軟性を残しつつ4月生でもJLP科目、9月生でもELA科目が履

修できるよう準備を進めることとした。 

③ 時間割の見直し等 

  保健体育カリキュラム改革に伴い、4限までの時間帯にELAとJLPを、5限・6限に体育実技科目を

開講し、1年生の学生にとって分かりやすいよう時間割の新たな方針を策定した。さらに語学以外

の一般教育科目や基礎科目を履修できるよう6限の横並びの時間枠を設けることとした。 

（2） リベラルアーツ英語プログラム（ELA: English for Liberal Arts）の充実 

  2012年度から新たにスタートした「リベラルアーツ英語プログラム」(ELA）は、引き続き、初年次教育

の柱であるが、スーパーグローバル大学創成支援事業の一環として、4月生のみならず9月生や大学

院生に対するカリキュラムを充実させるため、以下の取り組みを行った。 

①   ELAのPlacement Testとして実施しているTOEFL ITPとELAの一定のプログラム修了時に受験す

るIELTSのスコアの両方をCEFR （Common European Framework of Reference for Languages：ヨー

ロッパ共通言語参照枠）に換算して比較検証することを開始した。これにより、ELA履修前後のカリ

キュラム検証を再開する。また、ELA修了後の学修支援の一環として、2015年度から「上級総合英

語：IELTS」を新規開講した。 

②   自然科学系の学修充実のため、ELAの最終科目である「論文作成 (Research Writing)」の中に、

自然科学系のトピックを盛り込んだ。しかし、メジャー選択前の２年生の段階で専門的な内容を盛り

込むことには限界があるため、2017年度から自然科学メジャーを選択した学生向けの英語による論

文作成方法を選択科目として開講すべく、検討を開始した。ELA独自のテキスト(ELA Reader)の中

に、自然科学系文献を含めるテキスト選定作業は、2016年度も引き続き実施する。 

③   2015年9月新入生を対象に英語力に関するアンケート調査を実施した。その結果、これまで

Special Japanese Program履修者を対象に開講していた「9月生のためのカレッジ・コンポジション」に

ついて、一部Japanese Program履修生からも履修の要望があることが判明した。このため、2016年

度からはJapanese Program履修生が履修できるよう、当該科目の開講クラス数を増やし、時間帯も

変更した。 
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④   2015年度から英語力増強と英語論文作成サポートが必要な大学院生を対象に、「アカデミック・イ

ングリッシュ」及び「研究のためのアカデミック・イングリッシュ」を新規開講した。当初は公共政策・社

会研究専攻科目として開講したが、2016年度秋学期から大学院共通科目として開講することとした。 

（3） 日本語教育プログラム（JLP：Japanese Language Programs）の拡充 

①   6月の期末試験最終日にELA Stream 1と2の学生105名を対象にJLP Special Japanese Placement 

Test（PT）を実施した。その結果19名にJLPコース履修を推奨し、秋学期に7名、冬学期に5名が履

修した。PTの結果を利用して、学生の教育環境や背景等を分析した。今後も継続的に分析を行う。  

②   2014年にJLPにて中級教科書の試作版を作成し使用しているが、語彙リスト作成、オンラインツー

ルであるQuizletに語彙掲載等、徐々に改善・補強し、現状での必要な改訂はほぼ終了した。次の

段階は、JLPプログラムの総合的な改革である。 

③   現在の卒業要件であるJ7の到達目標をCEFR及び JFスタンダードに準拠して記述する取り組みを

行っている。順次各レベルの到達目標を世界的に認められている基準と照らし合わせ、JLPコース

の可視化を図っていく。 

（4） アカデミック・アドヴァイジングの充実 

① 新任教員オリエンテーションではアドヴァイジングに特化したセッションを設けることが定着し、アド

ヴァイジングの基本に加え、推薦状の書き方や成績不良学生の対応等アドヴァイジングが包含す

る広範なテーマについて情報とナレッジの提供を行った。 

② 千葉大学の招聘に応じ、センター長とスタッフがAPCの取組みとアカデミック・アドヴァイジングに関

する講演を行った。学修支援やピアサポートに関心を持つ全国の大学教職員に対して、本学の

教育の特徴や優位性、サポートの手厚さ、アドヴァイジングの重要性を発信し、本学の広報に資

するものとなった。また学生ピア・アドヴァイザー（IBS:ICU Brothers and Sisters）がセンター長と共

にICUHSを訪問し、メジャー制での自発的な学修と様々なサポートについて在校生の視点から発

信した。 

（5） 特別学修支援の強化と改善 

   2016年4月に施行される「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（いわゆる「障害者差

別解消法」）に向けて、対応要領を策定するとともに、合理的配慮に関する教職員向け説明会やセミ

ナーを実施した。12月に開催された多摩アカデミックコンソーシアムの教職員交流講演会では、本学

の特別学修支援室の活動について発表し、他大学と情報交換を行った。また、本学を利用するすべ

ての人に利用しやすいキャンパスを目指し、新たにバス停周辺と、本館と図書館を結ぶ通路に点字

ブロックを設置した。 

（6） ライティングサポートデスクの機能の向上、発展 

Wコース（ライティングコース）や教員との連携強化を図ったことにより、2015年度のライティングサポ

ートデスクの利用者数は722人に上り、昨年度よりも76%増、一昨年度と比較すると3倍以上の利用者

数となった。今年度からチューター向けのワークショップを年7回に増やすとともに、指導教員とチュー

ターによる週1回のミーティングを定例化し、チューターのトレーニング・システムの充実を図った。 

 

4．  教学改革の推進：大学院 

  2010年度に「リベラルアーツの先のプロフェッショナルへ」をキーワードに従来の4研究科を統合した
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「アーツ・サイエンス研究科」は2013年度3月に完成年度を迎え、2015年度は博士前期課程57名、博士

後期課程3名、合計60名の修了生を送り出した。これにより学位授与累計は博士前期課程207名、博士

後期課程14名となった。1研究科になったことで、学生の履修や論文作成において本改革のねらいが

反映されているかを検証するため、修了生調査を実施した。また、収容定員の充足を最重要課題と捉

え、昨年策定した広報戦略を開始した。 

 2015年度に実施した大学院改革の推進に関する事業は以下のとおりである。 

（1） 大学院改革の評価と改善 

   2016年3月修了生を対象に修了時調査を実施した。今後、調査結果を検証し大学院改革の評価を

行い、改善を策定する。  

（2） 学生募集の強化 

① 5年プログラム 

i) 5年プログラムのリーフレットを全面改訂し、オープンキャンパスで配布する等、学部の志望

段階における本学大学院の認知度向上を図った。また、10月に実施された父母向けオープ

ンキャンパスにおいて、保護者の5年プログラムへの関心が高いことが判明したため、今後は

保護者向けのメッセージも検討していく。  

ii) 2016年4月からの5年プログラム候補者は19名となった。特に、新たに応募資格として追加し

た「授業科目番号200番台（中級科目）以上の科目のGPAが3.4以上」による応募者がいたこ

とや交換留学中の学生からの応募増加等、履修背景の多様化が見られた。候補者の増加

要因は、依然として教員からの口コミが多いが、その他にもicuMAＰ（学生/教職員向け学内

情報サイト）上で応募資格のある学生に個別のメッセージを表示したことによる認知度の高ま

りや保護者からの勧め等、様々な要因で増えている。このような背景から、動向を把握するた

め、5年プログラム履修者向けアンケートの実施を検討する。  

② 大学院ガイド 

   大学院ガイドは受験生・学生募集に絞った全面改訂を行った。また、紙媒体とウェブサイト、それぞ

れの目的に応じた役割を明確化させるため、ガイドブックはウェブサイトへの導入ツールとしてシン

プルに大学院の魅力をクローズアップし、ウェブサイトは詳細な情報を見やすくすることで、広報効

果の向上を図った。またコンテンツは、対象を国内の大学生と海外からの留学生に区分し、それぞ

れの志向をもとに整理した上で日本語版と英語版を別々に作成した。 

③ 大学院の動画 

   2016年6月リリースに向けて学生募集を目的とした動画の作成を開始した。 

④ 大学院進学相談会 

               2014年から教員との個別面談を中心とした「大学院進学相談会」を実施しているが、本相談会の

参加者が出願に結びつく等学生募集において重要な位置づけとなってきていることから、2015年

度も実施した。今後も継続して実施し、さらに多くの出願者の獲得に結び付けていく。  

 (3)  JDS（Japanese Grant Aid for Human Resource Development Scholarship）やロータリーのプログラム

維持と発展については、JDS中国視察団の訪問を受け、概ね良好な評価であった。また、ABEイニシ

アティブプログラムの運営体制を整備し、2015年度にはアフリカから4名の学生を受け入れた。 

 (4)  博士後期課程研究指導要目の見直しを実施し、現行の博士前期課程4専攻と同じ領域に整理し、
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大学院学則の改定を行った。 

(5)  理学研究科は、2010年度から学生募集を停止していたが、2016年3月に廃止手続きを行った。 

(6)  心理・教育学専攻臨床心理専修の廃止について、2016年3月に心理・教育学専攻臨床心理専修学

生の修了が確定したため、2016年度末の専修廃止に向けて、必要な諸手続きを行った。 

 

5.  学生宣誓の実質化  

  学生宣誓の実質化に向け、倫理的啓蒙活動を継続して行った。2013年9月に設置した薬物問題対

策特別委員会を年4回開催し、アンケート調査結果を踏まえた活動計画を策定し、春季・秋季新入生

全員 を対象とした講演、在学生対象とした講演を秋・冬学期に各１回、外部講師を招いて実施した。さ

らに、留学プログラム参加者を対象とするオリエンテーションにて薬物対策関連資料を配付し注意喚起

を行った。また、大学院新入生オリエンテーションでは薬物対策及び学問的倫理基準をテーマにガイ

ダンスを実施した。 

 

6.  国際教育プログラムの展開 

① 交換留学プログラム（派遣・受入）と海外英語研修（SEA）プログラムにおいて、学生のニーズに合

致した協定校の開拓とプログラムの拡充を継続した。特に、交換留学プログラム（受入）において、

学生のニーズを受け、春学期のみの学生受入れ、夏期日本語教育と秋学期を組み合わせた学生

受入れを増やし、2016-17年度の協定校からの１年本科生志願者は37％増となった。さらに、単位

修得を伴う短期派遣プログラム拡充のため、本学の語学教育担当教員との連絡調整を開始した。 

② CIEE（Council on International Educational Exchange）が実施するCIEE夏期留学（21か国38プロ

グラム）への学生参加募集を開始した。 

③ 海外の協定校等から本学に留学して学ぶ１年本科生の支援として、１年本科生、協定校での留学

を終えた帰国学生、本学学生よりなる留学生支援団体の三者が連携して交流会等を実施し、一層

の支援強化に努めた。海外留学プログラム及びキャンパスでの国際教育交流プログラムの改善を

目的に、国際教学プログラム委員会で教員向けアンケートを実施した。 

 

7.  文部科学省スーパーグローバル大学創成支援の推進 

  「文部科学省スーパーグローバル大学創成支援」（事業期間は2014年度から2023年度までの10年）

採択2年目にあたる2015年度は、世界のリベラルアーツ大学と協働を開始したほか、事業推進に向け

体制を整えるとともに、担当教職員の採用を行う等の実施計画を着実に遂行した。 

（1） 世界に開かれた学生受入制度の構築 教学プログラム整備 

   世界に開かれた学生受入制度の構築と開始に向け、グローバル化が進展し、多様な様相を見せる

現在の学生の教育背景等を調査するため、国内外の高等学校・教育機関を訪問し、関連情報を収

集、課題を洗い出し、本学教育カリキュラムの改善すべき点を把握した。このような訪問を通して、本

学の教育研究の理念と現状が浸透し、結果として、新たな学生受入の枠組み「ユニヴァーサル・アドミ

ッションズ」に含まれる、9月入学書類選考の志願者を増やした。また、これまでは入学後にリベラルア

ーツ英語プログラムのみ履修していた4月入学生の語学運用能力をヨーロッパ共通言語参照枠

（CEFR: Common European Framework of Reference for Languages）に基づき測定、帰国生等履修の
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必要ありと判定された学生は、日本語教育プログラムを履修した。 

（2） 世界のリベラルアーツ大学との協働 グローバル・リベラルアーツの展開 

①  世界のリベラルアーツ大学のコンソーシアムである「グローバル・リベラルアーツ・アライアンス

（GLAA）」加盟大学のグローバル連携担当者が一堂に会し、2016年度の事業実施に向け、課題を

共有し、教職員並びに学生交流を含む活動計画を協議する場に国内唯一のメンバー校として参

加、知見を共有した。また、3～4年次の約1年間で、2ヶ国・地域のGLAA加盟大学へ留学する

「Global Scholar Program」へ初めて学生を1名派遣した。さらに、2016年度候補者として、学生2名

を事務局に推薦した。 

②  一方、事務職員の高度化を目指した研修制度においては、職員2名を、協定校であるスウェーデ

ン・リンネ大学が主催するInternational Staff Training に派遣した。職員は、ヨーロッパを中心とした

参加大学職員との意見交換会並びにワークショップに参加、さらにリンネ大学においてFD、学事、

エンロールマネジメント等について現場担当者より学び、グローバルな見地から知識を深めると同

時に、職員としての専門性を高めた。 

③  また、高等教育機関における国際教養教育を共に推進するコンソーシアム「グローバル5大学」が

主催する人事研修や、外部団体主催の英語研修に参加した。大学のグローバル化において必要

な人事上の知見を学ぶ機会を得たり、留学生対応や海外大学との交信等を想定した教材で、実際

の状況を想定した英語を学び業務に役立てた。  

④  約5年間で本学学士・海外大学院修士を取得するプログラム“Advanced Entry Program”実施にお

いては、本学協定校であるミドルベリー大学の大学院であるアメリカ・ミドルベリー国際大学院モント

レー校（Middlebury Institute of International Studies at Monterey）との交流協定を締結し、2017年

1月派遣開始を目指し、学内募集を開始した。 

⑤ 理系学生の海外大学における共同卒業研究制度による学生交換の一環で、本学2名の学生をア

メリカ・ウースター大学（The College of Wooster）に派遣し、同大学から学生1名を受入れる準備を

開始した。 

（3） 学修・教育支援センター設立  

① 4月にオープンした学修・教育センターは、学生の学修相談と、新しい教育スタイルの構築を目指

す教育支援を柱にして活動を開始した。今年度は学生のアカデミックプランニングの支援に焦点を

当て、新しい取り組みとしてアカデミックプランニング・センターと連携したメジャー相談会を開催す

るとともに、シラバスやメジャー関連情報ページの整備に着手した。2013年にスタートしたICUオー

プンコースウエアによる授業ビデオや講義の収録を進める一方、10月には学内向けに映像を公開

するICU-TVの運用を開始し、セミナーやガイダンス等約50本のビデオ映像を公開した。 

② 教育支援では、新たなテニュア制度における助教のためのテニュアトラック・ハンドブックを整備し、

オンラインでの教員のポートフォリオ管理を開始した。また、「障害を理由とする差別の解消の推進

に関する法律」の施行に向け、学内説明会及び合理的配慮についてのFDセミナーを実施するとと

もに対応要領を策定した。 

（4） IR（Institutional Research）の推進 

   自己点検及び認証評価に加え、スーパーグローバル大学創成支援事業等の検証を行うため、教

員に関するデータの集約に向けた準備を行った。2015年4月には、「教員データベース化検討委員
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会」を設置し、データベース化に向けた問題 点の整理等を行い、10月の学務副学長への答申を踏ま

え、2016年度から教員データベースの導入に向けた活動を行うこととした。 

 

8.  進路支援等の学生支援 

（1） 進路支援に関する環境形成とその充実 

①  経団連指針に基づく新採用選考スケジュールに合わせ、2016年3月上旬に、8日間のプレイスメン

ト・ウィークを開催し、88の企業・団体が参加する学内説明会を実施した。  

②   キャリア形成支援の一環として、昨年に引き続き、秋休み期間中に全学年対象のキャリア・デザイ

ン・ウィークを開催した。異業種の採用担当者でつくる団体と連携し、パネルディスカッション、セミ

ナー、ワークショップ等を実施したほか、卒業生の協力のもと、様々なキャリアパスの見せ方の工夫

を試み、学生自ら主体的に参加するイベントを提供した。 

③  大学院、アカデミックプランニング・センター等と連携し、大学院進学希望者への情報提供ウェブ

サイトの改良を図るとともに、学生主催の海外大学院進学イベントの支援を行った。 

（2） 9月入学生支援の充実 

   本学への理解促進、9月入学生相互及び4月生とのコミュニケーション促進を目的に、オリエンテー

ションの一環として9月新入生リトリートを実施した。教員によるパネルディスカッション・持ち込み企画

のほか、学生団体の協力を得て学外散策ツアー、日本文化体験プログラムを実施し、新入生、上級

生、教職員等約150名が参加した。 

（3） 奨学金制度の見直しと整備 

   アドヴァンス型奨学金としてICU High Endeavor奨学金を新設し、2015年4月新入生から適用した。

また、2015年1月に設置された奨学金制度に関する学長諮問委員会の審議結果に基づき、ICU 

Peace Bell奨学金の制度変更を行い、2015年9月新入生から適用した。 

 

9.  研究の活性化と支援 

（1） 研究所特別共通予算の活用 

  2014年度予算から導入している、従来型の個別プロジェクト、複数研究所を横断するプロジェクト、

外部資金とのマッチングによるプロジェクト等の計画・実施のため使用される「研究所特別共通予算」

の活用により、複数の研究所を横断するプロジェクトが促進された。  

（2） 研究所共通スタッフの配置 

   研究所間の情報共有・連携を進め、効率的な運営を実現するため、各研究所に分散していた事務

作業を統一的に行う、共通スタッフを配置した。さらに、2016年4月から新設される研究戦略支援セン

ターの下で、大学全体の研究活動と連動できるよう体制を整える。 

 

10.  教職員の任用と育成 

（1）  新テニュア制度の適切な運用と若手教員育成プログラムの充実 

  2015年9月に新規職階のもとで採用された教員が着任し、新テニュア制度の運用が開始された。学

修・教育センター長を兼任するファカルティ・ディベロップメント主任及び学務副学長により任命され

たメンター教員、当該教員が所属するデパートメント組織が連携協力しながら、終身在職権の審査に
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向けて助教への助言と指導を行っていく体制を確認し、特にメンターは当該教員との定期的面談を

実施し、状況を確認する仕組みを整備した。  

（2）  業務計画に連動した各職員の業務目標設置と計画的な職員育成 

①  引き続き考課者研修を実施し、適切かつ考課結果を明確にする為に、業務目標作成時に積極的

に数値目標も設定した。 

②  財政状況や法改正等を考慮し、様々な職種の職員の適正配置に努めた。 

③ 現在の年齢分布等を考慮し、従来よりも若年層の採用を行なった。 

 

11.  大学の情報の統合と活用 

  本学のIR活動の基盤となるシステムの導入により、大学の様々なデータの統合と可視化が実現し、今

後は教学改革の検証や2016年度に予定している自己点検評価のためのデータ分析に活用する。また、

5月に教員データベース化検討委員会を立ち上げ、現状分析と本学に相応しい新しいシステム導入の

提案を行った。この提案をもとに、2016年度末までに、学内複数部署が有する教員データを統合した

基幹データベースを構築する。 

 

12.  ICUの価値を伝える情報発信 

  大学公式ウェブサイトにおける改善のみならず、新しい大学ロゴマーク作成、在学生保証人や報道関

係者を対象としたイベント実施、大学の新しいリーフレット作成により、高校生・受験生やその両親、教

育関係者に留まらず、より多くのステークホルダーに対し、本学の新しい価値を分かりやすく伝えた。 

（1） 大学ウェブサイト 

① 閲覧者が求める情報をわかりやすく発信するため、主な対象である新入生、高校生へウェブサイト

アンケート調査を実施した。この調査結果に基づき、大学ウェブサイトのデザインをより見やすく改

善するとともに、改善要望の多かった進路と留学に関するページコンテンツを改訂した。 

② スマートフォンサイトの見やすさや操作のしやすさ等8つの指標で評価した、日経BPコンサルティン

グが実施する「〔スマホ編〕全国大学サイト・ユーザビリティ調査 2015-2016」で全国6位にランクイン

した。 

③   これらの取り組みの結果、大学ウェブサイトの訪問数（ぺージビュー数） が増加し、2014年度と比

較し1.2倍となった。 

（2） 新ICUロゴマーク 

     2015年度をもって献学60周年記念事業が終了となることから、その次の60周年に向けたICUブラン

ドの醸成のため、3つの教育ビジョンをデザインに映した新しい大学ロゴマークを制定した。 

（3） 記者発表・懇談会の開催 

  記者発表・懇談会を開催し、新しい入学選考の枠組みと、その入学選考により入学する学生を受け

入れるための学生寮新設の方針を発表した。 

（4） 在学生保証人対象オープンキャンパス 

  在学生保証人の大学への理解を深めるため、大学説明会を開催した。2013年の開催時より来場者

は25%増え、来場者アンケートでは高い満足度（90%以上）を得た。 

（5） 大学の新たな動向を紹介する広報物の制作 
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  大学の新しい動向を紹介するリーフレット「Global ICU（スーパーグローバル大学創成支援の取組紹

介）」「キャンパス・グランド・デザイン（新施設の建設及び一部施設の建て替え等の基本計画紹介）」、

「新しい学生寮（2017年4月開寮予定の新しい学生寮2棟の概要紹介）」を作成した。 

 

13.   リベラルアーツにふさわしい環境整備 

（1） 新々2寮の建設及び既存寮の環境整備 

   2017年4月開寮予定の新々2寮について、学生をメンバーに含めた新々2寮建設準備委員会の意

見等を踏まえて検討し、その結果を建設計画に反映した。キャンパス・グランド・デザインの全体構想

を念頭に、基本設計、実施設計を実施し、2015年12月1日に起工式を執り行い着工した。 

（2） Living and Learning Projectの確立 

   学生寮の教育寮としての側面を拡充するため、寮での生活(Living)と学び (Learning)を結びつけた

総合的な学修を目指す共同体 Living and Learning Community (LLC) に関して、新々2寮の1階部分

に寮外生も使えるセミナールームを設置することを決定したほか、LLCのあり方についての検討を行

った。 

（3） 大学各施設の整備工事の実施 

   安全対策として、大学内にあるエレベータの改修工事を実施するとともに、グローバルハウスの外

壁改修工事、理学館内薬品管理庫設置工事、大学本館のマルチメディア機器の交換を実施した。ま

た、非構造部材（天井材や外壁（外装材）等構造体と区分された部材）の耐震化（補強工事）の実施

について検討し、2016年度については、大学体育館、ディッフェンドルファー記念館東棟オーディトリ

アムの工事を行うことを決定した。 

（4） 大学キャンパス・グランド・デザインに基づく大学諸施設等の検討 

   本学が理想とするリベラルアーツ教育を実践するに相応しいキャンパス及び各施設を実現すべく、

その前提となるキャンパス・グランド・デザインを踏まえ、新体育施設、新大学教職員住宅及びキャン

パスエネルギー、外構デザイン等について具体的な実施計画を検討した。 

 

14.  財政の健全化と収支均衡 

（1） 大学教育研究予算の2020年度までの収支均衡に向けて 

2014年2月定期評議員会及び理事会で承認された「2020年度までの収支均衡策」の達成に向けて、

引き続き支出節減に努めるほか、施設設備整備関連補助金の獲得により、外部資金を活用して本館

教室マルチメディア機器更新や図書館内自主学習スペース構築等、教育環境整備を実施した。また、

2013年度から新設した「学長特別予算」30百万円（昨年度同額予算）を効果的に活用し、学長の判断

により、年度中に新たに発生した案件に対し適切かつ迅速に対応した。 

（2） 募金活動の積極的展開 

①  募金活動のテーマを明確にしつつ活性化を図ることを目的に開始した、桜並木の再生プロジェク

トを支援する「ICU桜募金」（目標募金額4,000万円、募金期間2014年4月から2016年3月まで）が、

同窓生を含む卒業生等からのサポートを受けて、目標募金額を達成した。 
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②  上記募金によって若い世代を中心とした新たな寄付者層が開拓され、さらに本学図書館との協力

による「ICU古本募金」（2015年３月から開始。古本の売却利益を寄付金に変えるという内容）等に

より、卒業生の募金参加率が15％の目標値を超えることができた。 

③  募金活動の積極的な展開の結果、全国にあるロータリークラブからの寄付金及びFriends of ICU

の寄付総額は10,700万円を達成し、教育研究資金への寄付も23%増の3,300万円を達成した。 

④   2015年度をもって終了する献学60周年記念事業募金や「ICU桜募金」に代わる、新たな募金戦

略及び実施計画の検討を開始した。 

 

B. 高等学校 

  本校は献学以来、世界平和を達成するために貢献できる人物を育成するという使命を掲げ、諸分野で活

躍する卒業生を輩出してきた。2015年度は、「スーパーグローバルハイスクール」（SGH）事業実施第2年次

に当たり各種プログラムが充実し、帰国生徒の受け入れ及び国内生徒との混合教育の目指す方向が、従

来に比べ一層明確になった。同時に、高大連携及び国際化の強化が進展した。熾烈な帰国生奪い合いと

いう状況下であるが受験生が増加し、入学者数も定員の10パーセント増となった。理事会の理解、支援を

受け、施設整備改修においても、改善を進めた。 

 2015年度は、具体的に以下の事業を行った。 

1. 教育に関する事業 

（1） スーパーグローバルハイスクール 

① 課題研究講座「多文化共生社会を目指す社会貢献の提案」を開設し、生徒による発表会を実施し

た 

② 国内外での各種研修・スタディツアー（スタンフォード大学、ベトナム、エチオピア等）を実施した。参

加生徒数は約130名に上り、発表会等を通じその成果や経験を全校生徒・教員と共有した。 

③ 国際基督教大学、東京外国語大学、一橋大学、東京大学等の教授による講演会を開催した。 

④ グローバルスタディネットワーク構築の一環として、教育関係に携わる本校卒業生たちが「教え人フ

ォーラム」を設立し、発会式に46名が参加した。 

⑤ 日本中東学生会議招聘による中東の学生、ドレスデンフィルハーモニック児童合唱団、モンペリエ

市の高校生の来校があり、生徒たちとの交流を行った。 

（2） キリスト教教育 

   担当教員交代に伴いバイブルキャンプ、父母聖書研究会の持ち方を検討し、今後の方針を確認し

た。 

（3） 新カリキュラム実施に向けた施策 

   新学習指導要領に基づいた新カリキュラムが全学年において実施され、完成した。 

（4） 外国人入試を一般入試国際生徒枠と改定し、その受験資格を拡大した。 

国内在住の外国人に加え、国内外国人学校出身者や保護者の仕事以外の理由での海外現地校、

インター校在籍者（中学時１年以上）を対象とした。 

（5） 進路指導体制の強化 

  進路指導体制の検討を続けた結果、国際基督教大学への推薦入試枠を充たした上、103名（内既

卒1名）の進学を達成した。国公立大学、有力私立大学への進学実績も順調であり、海外進学も例年
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並みを維持した。 

（6） 図書館の充実に係る施策の実施 

① 日英バイリンガル司書をパート雇用し、SGHにふさわしい図書館の充実を図った。 

② 資料検索等の授業支援を充実するため、大学図書館との協力関係を強化した。 

（7） 各学年それぞれの学級活動を通じて、生徒の成長を図った。 

（8） 学校行事・クラブ活動生徒会活動等による生徒の精神活動の充実と成長を図った。 

2. 広報・リクルート活動に関する事業 

（1） 国内外における生徒リクルート活動 

① 国内広報活動では、各種合同学校説明会に参加した。校内で開催する帰国生、国内生合同の説

明会・相談会では、教育方針や入試の特徴を説明した。在校生を前面に出して学校生活やクラブ

活動等を紹介した。年間を通じた来校者数は4117人にのぼった。 

② 海外広報活動では、欧米、アジア地域で各種説明会を実施した。大学や海外子女教育財団との協

力を継続した。現地同窓生の支援と協力を得、同時に海外在住卒業生のネットワークを強化した。 

（2） ホームページの刷新 

   SGHブログの充実、英語の学校案内の掲載など、国際化に向けての刷新を行った。また、学校案

内にQRコードを付けて、HPとの連携を強めた。 

（3） （新）学校紹介DVDの作成 

   新学校紹介DVDを作成し、説明会で使用を開始した。新DVDについては1分版、5分版も作成し、

用途に応じて使用した。HP掲載への手続き中である。 

3. 財政計画・施設改善に関する事業 

（1） 理事会より「高校財政運営の新たな枠組み」が示され、高校長が高校財政の管理運営責任者（予算作

成、予算執行、決算等）になることとなった。2016年度予算作成からこの体制を開始した。 

（2） 教育効果を増大するためレクチャールームの内装、机・椅子・IT機器を一新した。寮生活を快適にする

ため室内家具を更新した。 

（3） IT関連のインフラ整備 

   前年度に、全校にWIFIを設置して開始したICTを利用した授業形態は、順調に進められている。学

外関係者の関心も高く、総務省情報通信利用促進課の視察を受け、他校でも導入可能な事例として

高く評価された。 

4.  危機管理体制の構築に関する事業 

  防災、生徒指導、IT関連等を中心に、行政部、教員、職員、それぞれの立場で危機管理意識を徹底

するよう図った。 

① 「海外教育活動安全対策規定(仮称)」を検討し、準備を進めた。 

② 生徒向け防災マニュアルを配布した。 

 

C. 法人部門 

（1） 献学60周年記念事業の推進（最終年度） 

      献学60周年事業期間中、「アカデミックプログラムの充実」、「キャンパス・教育環境の整備」、「給付

奨学金制度の充実」を柱に事業テーマである「ダイアログ（対話）」を一貫して促進してきた。事業最
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終年度となった2015年度はさらに学問分野や時間軸を超えた内容のイベントを実施し、草創期から

今日までを振り返ると同時に、これからの60年に伝えていくICUの価値をあらためて考える年度となっ

た。なお、2015年度に実施したイベントは次のとおりである。なお、「献学60周年記念事業」の総括は

2016年度前半に行う予定である。  

・ オーラルヒストリー第4回収録（ICU１期生であり、元教員の大和田康之氏） 

・ 献学60周年記念礼拝・講演（アメリカHope College学長） 

・ リーガー･オルガンに感謝する会 

・ 「対話とコンサート」 

・ ICU祭シンポジウム「ホームカミング:対話としての演劇」 

・ 歴史資料室特別展「ディッフェンドルファーとトロイヤーの軌跡」 

・ 献学60周年記念講演「戦後70年、日本のキリスト教大学は何処へ行く」(梅津順一青山学院

院長)） 

(2) 大学キャンパス・グランド・デザインの作成 

     本学が理想とするリベラルアーツ教育を実践するに相応しいキャンパスを創るため、また研究のみな

らず、国際交流・グローバル人材育成、自然環境・エネルギー対応等の諸点から、日本のみならず世

界に誇れるキャンパスを創るための礎となる大学キャンパスのグランドデザインを作成し、大学ウェブサ

イトで学内外に公開した。 

(3) 学校法人全体の収支均衡の検討 

     大学同様、高等学校も高校長のもと教育研究活動の収支均衡を図ることとし、また2016年度予算か

ら校長特別予算を新設した。さらに、キャンパス・グランド・デザインに基づく施設建設や大規模改修等

を視野に入れ、2015年度に創立25周年記念基金を組換え、献学60周年記念基金の新設、第2号基

本金の組入れ等を実施した。 

(4) 新学校法人会計基準への対応 

     新学校法人会計基準に基づき新規科目の設定等を行い、2015年度決算に向けて財務システム上

の連携確認等を行った。また、計算書類の変更に伴う具体的な作業について、監査法人と協議を行う

等必要な準備を行った。 

(5) 那須キャンパス太陽光発電事業の開始 

     本法人にとって初めての大規模収益事業である、大学那須キャンパスでの太陽光発電事業は、文

部科学省から2014年8月に寄附行為の変更認可を受け、パネルの設置工事を2015年2月末に完了、

2015年7月から売電を開始し、順調に稼働している。 

以 上    

 



＜2015 年度事業報告 Ⅲ. 財務の概要＞ 

1. 学校法人会計について

（1）概要 

 学校法人の目的は教育研究活動の遂行であり、営利を目的とする企業とは異なります。そのた

め学校法人は、学生からの学生生徒等納付金、学内外関係者からの寄付金、国や地方公共団

体からの補助金などを受け入れて収入とし、これらを教育研究活動に必要な支出に充てていま

す。学校法人は受け入れた収入で最善の教育を提供することを求められ、営利活動を目的とす

る企業のように利潤を生み出すことは必ずしも求められていません。 

 一方、学校法人の収入の大半は学生生徒等納付金や補助金のように固定的かつ制約的な性

格を持つ科目で占められているため、限定された収入の中で組織を維持し、効率的な教育研究

活動のための支出を行うことが重要な課題となります。そのため企業と比べて予算が重要視され、

学校法人の教育研究活動を財務面から報告する計算書類でも予算と実績を対比して報告する

方式を採用しています。さらに学校法人は、寄付金や補助金の受託者として、委託者である寄付

者や国等から受け入れた資金等が教育研究活動のために適切に支出されたこと、及びこれらの

資金等の保全と運用の詳細について明らかにすることが要求されます。従って学校法人会計で

は、これらの要求のもと教育研究活動がどのように遂行されたかを計算書類で開示するために、

企業会計とは異なり学校法人会計基準を設けています。具体的には、学校法人はⅠ.資金収支

計算書、Ⅱ.事業活動収支計算書及びⅢ.貸借対照表を作成して、利害関係者及び広く社会一

般に対してその財務情報をわかりやすく開示することが義務づけられています。 

Ⅰ.資金収支計算書は、当該会計年度の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容並び

に当該会計年度における支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及

び支出のてん末を明らかにします。これにより収入と支出の内容を明確にし、年度末の現預金の

状況を報告します。学校法人の収入と支出の内容と資金繰りの健全性を見ることができます。 

Ⅱ.事業活動収支計算書は、企業会計の損益計算書に相当する計算書類です。当該会計年度

の①教育活動、②教育活動以外の経常的な活動、③①及び②以外の活動に対応する事業活動

収入及び事業活動支出の内容を明らかにするとともに、当該会計年度の基本金に組み入れる額

（施設設備等の購入に相当する金額）を控除した当該会計年度の諸活動に対応する全ての事業

活動収入及び事業活動支出の均衡の状態を明らかにします。事業活動収支計算書では、①か

ら③の活動をそれぞれ①教育活動収支、②教育活動外収支、③特別収支の 3 つに区分し、区分

ごとに収支差額を表示します。さらに、①と②を経常的な活動として経常収支差額を表示します。

学校法人の区分ごとの事業活動収入と事業活動支出のバランスをみることができます。 

Ⅲ.貸借対照表は、当該会計年度末における学校法人の資産と負債を表示し、資産と負債の差

額として正味財産の額を明らかにするものです。資産等の調達源泉とその運用形態が明らかにさ

れ、学校法人の財政状態の健全性を知ることができます。 



（2）計算書類の各科目の説明

2015年度事業活動収支計算書

(単位：円)

科　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異 ➊

教育活動に係る収支

学生生徒等納付金　① 4,850,120,000 　       4,817,126,987 　       32,993,013 　           ①

授業料、施設費、入学金、実習料など

手数料　② 131,250,000 　         122,944,473 　         8,305,527 　            ②

入学検定料や証明手数料など

寄付金　③ 228,090,000 　         227,721,006 　         368,994 　               ③

施設設備寄付金を除く寄付金　※事業活動

経常費等補助金　④ 1,168,954,000 　       1,079,764,537 　       89,189,463 　           

収支では現物寄付を含む

付随事業収入　⑤ 483,389,000 　         453,522,550 　         29,866,450 　           ④

施設設備補助金を除く国や東京都からの

雑収入　⑥ 264,022,000 　         365,683,553 　         101,661,553  △       

私学助成補助金やプログラム補助金など

教育活動収入計 7,125,825,000 　       7,066,763,106 　       59,061,894 　           ⑤

寮費、課外講座受講料、学外機関からの

科　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

受託研究費など

人件費　⑦ 4,917,539,000 　       4,997,559,088 　       80,020,088  △         ⑥

施設設備利用料、退職金財団等からの

教育研究経費　⑧ 2,204,922,000 　       2,131,533,222 　       73,388,778 　           

退職時交付金、その他の収入

管理経費　⑧ 1,366,513,000 　       1,353,662,920 　       12,850,080 　           ⑦

教職員（非常勤講師、非常勤職員を含む）の

徴収不能額等　⑨ 0 　                       7,423,084 　            7,423,084  △          

給与・所定福利費など　※事業活動収支では

教育活動支出計 8,488,974,000 　       8,490,178,314 　       1,204,314  △          

退職給与引当金繰入額を含む

        教育活動収支差額 1,363,149,000  △     1,423,415,208  △     60,266,208 　           ⑧

教育研究活動や法人業務のための消耗品

科　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

費、光熱水費、修繕費、印刷費、奨学費など

受取利息・配当金　⑩ 457,560,000 　         1,209,757,967 　       752,197,967  △       

※事業活動収支では減価償却額を含む

その他の教育活動外収入⑪ 30,000,000 　           40,000,000 　           10,000,000  △         ⑨

徴収不能額、徴収不能引当金繰入額

教育活動外収入計 487,560,000 　         1,249,757,967 　       762,197,967  △       ➋

教育活動以外の経常的な活動に係る収支

科　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異 ⑩

預金等の受取利息、特定資産の運用益

借入金等利息　⑫ 81,330,000 　           69,525,058 　           11,804,942 　           ⑪

収益事業会計からの繰入

その他の教育活動外支出⑬ 200,000,000 　         174,495,773 　         25,504,227 　           ⑫

借入金に係る支払利息

教育活動外支出計 281,330,000 　         244,020,831 　         37,309,169 　           ⑬

基金運用委託費、為替換算差額

        教育活動外収支差額 206,230,000 　         1,005,737,136 　       799,507,136  △       

経常収支差額　➌　 1,156,919,000  △     417,678,072  △       739,240,928  △       ➌

➊と➋の収支差額の合計

科　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

資産売却差額　⑭ 0 　                       185,110 　               185,110  △             ➍

➊と➋以外の活動に係る収支

その他の特別収入　⑮ 93,060,000 　           120,318,906 　         27,258,906  △         ⑭

固定資産等売却・処分時の帳簿価額との差額

特別収入計 93,060,000 　           120,504,016 　         27,444,016  △         ⑮

施設設備寄付金、施設設備補助金、過年度の

科　　目 予　　　算 決　　　算 差　　　異

調整　※事業活動収支では現物寄付を含む

資産処分差額　⑯ 6,000,000 　            75,796,124 　           69,796,124  △         ⑯

固定資産等売却・処分時の帳簿価額との差額

その他の特別支出　⑰ 0 　                       3,380,629 　            3,380,629  △          ⑰

過年度の調整等

特別支出計 6,000,000 　            79,176,753 　           73,176,753  △         

            特別収支差額 87,060,000 　           41,327,263 　           45,732,737 　           

〔予備費〕 12,000,000 　           12,000,000 　           

基本金組入前当年度収支差額　➎ 1,081,859,000  △     376,350,809  △       705,508,191  △       ➎

経常収支差額と特別収支差額の合計

基本金組入額合計　➏ 2,715,897,000  △     2,595,165,941  △     120,731,059  △       ➏

施設の建設や拡充等のために自己資金で

当年度収支差額　➐ 3,797,756,000  △     2,971,516,750  △     826,239,250  △       

支出した額に相当する額

前年度繰越収支差額 14,380,925,623  △   14,380,925,623  △   0 　                       ➐

基本金組入額控除後の収支差額（➎-➏）

基本金取崩額 22,300,000,000 　     22,300,000,000 　     0 　                       

翌年度繰越収支差額 4,121,318,377 　       4,947,557,627 　       826,239,250  △       

(参考)

事業活動収入計　❽ 7,706,445,000 　       8,437,025,089 　       730,580,089  △       ❽

教育活動収入・支出、教育活動外収入・支出、

事業活動支出計　❽ 8,788,304,000 　       8,813,375,898 　       25,071,898  △         

特別収入・支出の合計

2015年度資金収支計算書

(単位：円)

　収入の部 差　　　異

　　　　　　　　　科　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　異

学生生徒等納付金収入 4,850,120,000 4,817,126,987 32,993,013

手数料収入 131,250,000 122,944,473 8,305,527

寄付金収入 297,940,000 294,058,707 3,881,293

補助金収入 1,177,414,000 1,118,016,537 59,397,463

資産運用収入 175,000,000 175,000,000 0

資産売却収入 513,389,000 493,522,550 19,866,450

事業収入 457,560,000 1,209,757,967 △ 752,197,967

雑収入 264,022,000 366,289,002 △ 102,267,002

借入金等収入　① 3,000,000,000 1,147,000,000 1,853,000,000 ①

借入金

前受金収入　② 737,220,000 820,219,958 △ 82,999,958 ②

当年度に納入された翌年度分の授業料等

その他の収入 37,917,463,001 39,931,725,779 △ 2,014,262,778 ③

当年度の活動に関する収入のうち、前年度の

資金収入調整勘定　③ △ 885,926,147 △ 992,301,294 106,375,147

収入（前期末前受金）及び翌年度以降の収入

前年度繰越支払資金　④ 973,727,325 973,727,325

（期末未収入金）を差し引く調整額

　収入の部合計 49,609,179,179 50,477,087,991 △ 867,908,812 ④

前年度末時点での現預金の有高

　支出の部

　　　　　　　　　科　　　目 予　　　算 決　　　算 差　　異

人件費支出 4,932,632,000 5,047,878,399 △ 115,246,399

教育研究経費支出 1,598,446,000 1,516,402,630 82,043,370

管理経費支出 1,240,765,000 1,203,464,073 37,300,927

借入金等利息支出 81,330,000 69,525,058 11,804,942

借入金等返済支出　⑤ 2,369,540,000 2,469,536,000 △ 99,996,000 ⑤

借入金の元金返済額

施設関係支出　⑥ 1,238,900,000 1,107,841,860 131,058,140 ⑥

建物、構築物、建設仮勘定

設備関係支出　⑦ 206,078,000 212,673,848 △ 6,595,848 ⑦

教育研究用、管理用機器備品、図書など

資産運用支出　⑧ 36,480,706,000 37,238,873,826 △ 758,167,826 ⑧

有価証券購入や基金への繰入支出など

その他の支出 620,320,557 616,884,962 3,435,595 ⑨

当年度の活動に関する支出のうち、前年度の

【予備費】 12,000,000 12,000,000

支出（前期末前払金）及び翌年度以降の支出

資金支出調整勘定　⑨ △ 357,708,582 △ 271,720,194 △ 85,988,388

（期末未払金）を差し引く調整額

次年度繰越支払資金　⑩ 1,186,170,204 1,265,727,529 △ 79,557,325 ⑩

当年度末時点での現預金の有高

　支出の部合計 49,609,179,179 50,477,087,991 △ 867,908,812

事業活動収支計算書を参照

事業活動収支計算書を参照
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貸借対照表（2016年3月31日）

(単位：円)

　資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

固定資産 64,793,350,794 66,952,556,923 △ 2,159,206,129

　有形固定資産 ① 21,317,020,184 20,996,452,411 320,567,773 ①

土地、建物、構築物、備品、図書など

特定資産 ② 42,801,190,898 45,098,972,890 △ 2,297,781,992 ②

第2号、第3号基本金引当特定資産など

　その他の固定資産　③ 675,139,712 857,131,622 △ 181,991,910 ③

退職年金積立金、有価証券、施設利用権など

流動資産 ④ 1,530,120,295 1,262,647,163 267,473,132 ④

現預金、未収入金など

　資産の部合計 66,323,471,089 68,215,204,086 △ 1,891,732,997

　負債の部

本年度末 前年度末 増　　減

固定負債 ⑤ 6,492,944,654 5,820,136,056 672,808,598 ⑤

借入金、退職給与引当金など

流動負債 ⑥ 1,663,176,748 3,851,367,534 △ 2,188,190,786 ⑥

1年以内に返済予定の借入金、前受金など

　負債の部合計 8,156,121,402 9,671,503,590 △ 1,515,382,188

　純資産の部

本年度末 前年度末 増　　減

基本金 53,219,792,060 72,924,626,119 △ 19,704,834,059 ⑦

施設・設備等の固定資産の取得額

　第1号基本金 ⑦ 33,404,472,578 32,809,306,637 595,165,941 ⑧

将来取得する固定資産に充てる金銭その他

　第2号基本金　⑧ 2,000,000,000 0 2,000,000,000

の資産の額

　第3号基本金　⑨ 17,238,319,482 39,538,319,482 △ 22,300,000,000 ⑨

教育研究基金、奨学基金など基金として継続

第4号基本金　⑩ 577,000,000 577,000,000 0

的に保持し運用する金銭その他の資産の額

繰越収支差額 4,947,557,627 △ 14,380,925,623 19,328,483,250 ⑩

支払資金として恒常的に保持すべき資金

　純資産の部合計 58,167,349,687 58,543,700,496 △ 376,350,809

　負債及び純資産の部合計 66,323,471,089 68,215,204,086 △ 1,891,732,997

科　　　目

科　　　目

科　　　目



2. 2015年度決算の概要

（1）事業活動収支計算書 

※事業活動収支計算書は、2013年4月学校法人会計基準の改正により、従来の消費収支計算書に代

わり新たに導入されました。2015年度決算の概要における前年度比較は、2014年度消費収支計算

書を事業活動収支計算書に置き換えて比較を行っています。 

 事業活動収支計算書は、教育活動に係る「教育活動収支」、教育活動以外の経常的な活動に係る

「教育活動外収支」、それ以外の活動に係る「特別収支」の 3 つの区分ごとに、当該会計年度の事

業活動収入及び事業活動支出の内容と、事業活動収支のバランスを明らかにするものです。 

 事業活動収支全体では、事業活動収入が 8,437 百万円（前年度比△6 百万円）、事業活動支出が

8,813百万円（前年度比＋△10百万円）となりました。 

教育活動収支では、収支差額が△1,424 百万円で、前年度比＋143 百万円となりました。収入で

は、学生生徒等納付金収入が 162 百万円増となった一方で、寄付金収入が 12 百万円減、文部科学

省等補助金収入が 26 百万円減、支出では、人件費が 16 百万円増、教育研究／管理経費が 30 百万

円減となりました。 

教育活動外収支では、収支差額が1,006 百万円で、前年度比△112 百万円となりました。基金運

用益減により受取利息・配当金収入が172百万円減となりましたが、2015年7月から売電を開始し

た太陽光発電事業による収益事業収入が40百万円増となりました。 

教育活動収支と教育活動外収支を合わせた経常収支では、収支差額が△418 百万円となり、前年

度比＋31百万円となりました。 

特別収支では、収支差額が＋42 百万円で、前年度比△27 百万円となりました。施設設備寄付金

及び補助金増によりその他の特別収入が37百万円増となりました。なお、寄付金収入については、

教育活動収支に計上される寄付金と特別収支に計上される施設設備寄付金を合わせ、前年度比ほぼ

横ばいとなっています。 

 これら3つの区分（教育活動収支、教育活動外収支、特別収支）の収支差額を合わせた基本金組

入前当年度収支差額は、△376百万円で前年度比＋4百万円となりました。 

 また、基本金組入額（施設の建設や拡充等のために自己資金で支出した額に相当する額）は、前

年度比 1,978 百万円増の 2,595 百万円となりました。前年度に比して大幅に増加した要因は 2015

年度に第2号基本金（将来の建物等固定資産取得に向けてあらかじめ組み入れるもの）に2,000百

万円を組入れたことによります。 

 結果として、当年度収支差額（教育活動収支差額＋教育活動外収支差額＋特別収支差額－基本金

組入額）は△2,971百万円となりましたが、第3号基本金22,300百万円の取り崩しと前年度繰越収

支差額と合わせ、翌年度繰越収支差額は＋4,947百万円となりました。 

（単位：百万円） 
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（2）資金収支計算書 

 資金収支計算書は、当該会計年度の教育研究等の諸活動に対応するすべての収入及び支出の内容

と、支払資金（現金及びいつでも引き出すことができる預貯金）の収入及び支出のてん末を明らか

にするものです。 

 収入は、借入金や学生生徒等納付金の前受金等を含め 49,503 百万円となり、前年度繰越支払資

金を加えて、50,477百万円となりました。事業活動収支計算書で述べた主な要因に加えて、特定資

産の取崩によりその他の収入が増加し、借入金等収入が減少しました。 

 支出は、借入金等返済や施設・設備関係支出等を含め 49,211 百万円となり、翌年度繰越支払資

金は1,266百万円となりました。消費支出で述べた主な要因（減価償却費は除く）に加えて、資産

運用支出及び施設関連支出が増加しました。 

（3）貸借対照表 

 貸借対照表は、会計年度末における資産及び負債、基本金、繰越収支差額の状況を示し、学校法

人の財政状態を明らかにするものです。 

 2016年3月31日現在、資産の部合計は66,323百万円、負債の部合計は8,156百万円、純資産の

部合計（資産の部合計から負債の部合計を引いた正味財産）は58,167百万円となりました。 

（4）収益事業会計 

 2015 年 7月から売電を開始した太陽光発電事業は、売電収入として79百万円を計上し、経費等

を差引いた結果、学校会計に40百万円を繰り入れました。 



3.　経年推移の概要（事業活動収支計算書､資金収支計算書､貸借対照表）

○ 事業活動収支計算書

○ 事業活動収支計算書○ 事業活動収支計算書

○ 事業活動収支計算書

（単位：百万円） （単位：百万円）

　　　科　　目 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

学生生徒等納付金 4,961 4,876 4,889 4,655 4,817

手数料 142 144 116 124 123

寄付金 301 183 216 239 227

経常費等補助金 1,068 1,012 988 1,106 1,080

付随事業収入 412 444 431 449 453

雑収入 348 423 281 375 366

　教育活動収入計 7,232 7,082 6,921 6,948 7,066

人件費 4,898 5,234 4,747 4,982 4,998

教育研究経費 2,339 2,275 2,332 2,148 2,131

管理経費 1,358 1,220 1,237 1,367 1,354

徴収不能額等 0 0 0 18 7

　教育活動支出計 8,595 8,729 8,316 8,515 8,490

教育活動収支差額 △ 1,363 △ 1,647 △ 1,395 △ 1,567 △ 1,424

受取利息・配当金 268 766 532 1,382 1,210

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 40

　教育活動外収入 268 766 532 1,382 1,250

借入金等利息 97 101 97 95 70

その他の教育活動外支出 148 147 154 169 174

　教育活動外支出 245 248 251 264 244

教育活動外収支差額 23 518 281 1,118 1,006

経常収支差額 △ 1,340 △ 1,129 △ 1,114 △ 449 △ 418

資産売却差額 0 0 0 29 0

その他の特別収入 117 113 146 84 121

　特別収入計 117 113 146 113 121

資産処分差額 33 51 12 44 76

その他の特別支出 0 0 0 0 3

　特別支出計 33 51 12 44 79

特別収支差額 84 62 134 69 42

　基本金組入前当年度収支差額 △ 1,256 △ 1,067 △ 980 △ 380 △ 376

　基本金組入額合計 △ 773 △ 476 △ 801 △ 617 △ 2,595

　事業活動収入計 7,617 7,961 7,599 8,443 8,437

　事業活動支出計 8,873 9,028 8,579 8,823 8,813

○ 資金収支計算書

○ 資金収支計算書○ 資金収支計算書

○ 資金収支計算書

（単位：百万円） （単位：百万円）

　　　科　　目 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

学生生徒等納付金収入 4,961 4,876 4,888 4,655 4,817

手数料収入 142 144 116 124 123

寄付金収入 374 256 277 300 294

補助金収入 1,079 1,029 1,055 1,115 1,118

資産売却収入 25 25 75 58 175

付随事業・収益事業収入 412 444 431 449 493

受取利息・配当金収入 267 766 532 1,382 1,210

雑収入 345 423 282 373 366

借入金等収入 400 1,375 1,670 1,900 1,147

前受金収入 792 769 738 735 820

その他の収入 1,645 363 1,543 1,295 39,932

資金収入調整勘定 △ 990 △ 1,111 △ 1,011 △ 1,016 △ 992

前年度繰越支払資金 688 1,293 879 993 974

　収入の部 10,140 10,652 11,475 12,363 50,477

人件費支出 4,951 5,055 4,750 4,994 5,048

教育研究経費支出 1,661 1,604 1,678 1,508 1,516

管理経費支出 1,157 1,012 1,038 1,195 1,203

借入金等利息支出 97 101 97 95 69

借入金等返済支出 355 854 1,821 2,036 2,470

施設関係支出 401 141 426 131 1,108

設備関係支出 198 113 165 155 213

資産運用支出 113 617 375 1,381 37,239

その他の支出 500 648 479 434 617

資金支出調整勘定 △ 586 △ 372 △ 347 △ 540 △ 272

翌年度繰越支払資金 1,293 879 993 974 1,266

　支出の部 10,140 10,652 11,475 12,363 50,477

○ 貸借対照表

○ 貸借対照表○ 貸借対照表

○ 貸借対照表

（単位：百万円） （単位：百万円）

　　　科　　目 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

固定資産 68,792 68,542 67,275 66,953 64,793

流動資産 1,569 1,239 1,285 1,263 1,530

　資産の部合計 70,361 69,781 68,560 68,216 66,323

固定負債 7,089 6,803 6,413 5,820 6,493

流動負債 2,302 3,074 3,223 3,852 1,663

　負債の部合計 9,391 9,877 9,636 9,672 8,156

基本金 71,030 71,506 72,308 72,925 53,220

繰越収支差額 △ 10,060 △ 11,602 △ 13,384 △ 14,381 4,947

　純資産の部合計 60,970 59,904 58,924 58,544 58,167

負債及び純資産の部合計 70,361 69,781 68,560 68,216 66,323

注） 学校法人会計基準の改正により、2011年度から2014年度は新会計基準に置き換えて表示しています。
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4.　財務分析

○ 事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（大学）

○ 事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（大学）○ 事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（大学）

○ 事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（大学）

（単位：％）

比　率 算式①（*100）　※注1 算式②（*100） ※注1

評価

*1

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

全国平均

*2

学生生徒等納付金 学生生徒等納付金

帰属収入 経常収入

寄付金 寄付金

帰属収入 事業活動収入

寄付金 教育活動収支の寄付金

帰属収入 経常収入

補助金 補助金

帰属収入 事業活動収入

補助金 教育活動収支の補助金

帰属収入 経常収入

人件費 人件費

帰属収入 経常収入

人件費 人件費

学生生徒等納付金 学生生徒等納付金

教育研究経費 教育研究経費

帰属収入 経常収入

管理経費 管理経費

帰属収入 経常収入

借入金等利息 借入金等利息

帰属収入 経常収入

帰属収入-消費支出

基本金組入前当年度収支差額

帰属収入 事業活動収入

基本金組入額 基本金組入額

帰属収入 帰属収入

消費支出 事業活動支出

消費収入

事業活動収入-基本金組入額

○ 事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（法人全体）

○ 事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（法人全体）○ 事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（法人全体）

○ 事業活動収支計算書関係比率・消費収支計算書関係比率（法人全体）

（単位：％）

比　率 算式①（*100）　※注1 算式②（*100）　※注1

評価

*1

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

全国平均

*2

学生生徒等納付金 学生生徒等納付金

帰属収入 経常収入

寄付金 寄付金

帰属収入 事業活動収入

寄付金 教育活動収支の寄付金

帰属収入 経常収入

補助金 補助金

帰属収入 事業活動収入

補助金 教育活動収支の補助金

帰属収入 経常収入

人件費 人件費

帰属収入 経常収入

人件費 人件費

学生生徒等納付金 学生生徒等納付金

教育研究経費 教育研究経費

帰属収入 経常収入

管理経費 管理経費

帰属収入 経常収入

借入金等利息 借入金等利息

帰属収入 経常収入

帰属収入-消費支出

基本金組入前当年度収支差額

帰属収入 事業活動収入

基本金組入額 基本金組入額

帰属収入 帰属収入

消費支出 事業活動支出

消費収入

事業活動収入-基本金組入額

○ 貸借対照表関係比率（法人全体）

○ 貸借対照表関係比率（法人全体）○ 貸借対照表関係比率（法人全体）

○ 貸借対照表関係比率（法人全体）

（単位：％）

比　率 算式①（*100） ※注1 算式②（*100）　※注1

評価

*1

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度

全国平均

*2

固定資産 固定資産

　総資産　*3 　　総資産　*3

流動資産 流動資産

総資産 総資産

固定負債 固定負債

総資金 負債＋純資産

流動負債 流動負債

総資金 負債＋純資産

　　　自己資金　*3 純資産

総資金 負債＋純資産

消費収支差額 繰越収支差額

 総資金 負債＋純資産

固定資産 固定資産

自己資金 純資産

固定資産 固定資産

自己資金+固定負債 純資産+固定負債

流動資産 流動資産

流動負債 流動負債

総負債 総負債

総資産 総資産

総負債 総負債

自己資金 純資産

基本金 基本金

基本金要組入額 基本金要組入額

注1 2014年度以前については、算式①を用いて、2015年度以後については、算式②を用いて比率を算出

*1　評価： △ 高い値がよい　　▼ 低い値がよい　　－ どちらともいえない

*2　2014年度全国平均（医歯系法人を除く）（「平成27年度今日の私学財政（日本私立学校振興・共済事業団）」より）

*3　総資金：総負債+基本金+繰越収支差額（消費収支差額）、　自己資金：基本金+消費収支差額

163.1 101.9

⑪基本金組入後比率

　（消費収支比率）

▼ 134.9 122.6 130.4 113.6

△ 6.0 8.6

⑩基本金組入率 △ 10.5 6.0 11.0 6.6 35.0 10.3

⑨事業活動収支差額比率

　（帰属収支差額比率）

△ △ 20.7 △ 15.3 △ 16.0 △ 6.1

18.5 7.3

⑧借入金等利息比率 ▼ 1.3 1.3 1.3 1.2 0.9 0.2

⑦管理経費比率 ▼ 22.8 19.6 21.1 20.7

101.0 62.4

⑥教育研究経費比率 △ 31.7 29.5 31.8 25.9 25.7 34.0

⑤人件費依存率 ▼ 96.4 103.4 93.4 103.9

11.3 ―

④人件費比率 ▼ 64.5 64.6 61.6 57.5 59.1 48.9

③経常補助金比率 △ ― ― ― ―

12.3 11.1 12.1 11.6 11.6 8.7

2.2

②経常寄付金比率 △ ― ― ― ― 3.0 ―

55.3 58.5 78.4

②寄付金比率 △ 6.0 3.8 4.3 4.0 4.0

94.593.593.1

①学生生徒等納付金比率 ― 66.9 62.5 66.0

③補助金比率 △

14.114.213.3

15.4 16.5 16.4

101.1 102.8 103.0

68.2 40.3 39.9

△ 14.3 △ 16.6 △ 19.5

112.8 114.4 114.2

3.3 4.4 4.7

86.7 85.8 85.9

98.1

2.2 1.8 1.9

10.1 9.7 9.4

③経常補助金比率 △ ― ― ― ― 13.0 ―

②経常寄付金比率 △ ― ― ― ― 2.7 ―

91.5 97.1⑫基本金比率 △ 94.4

12.3 12.5

⑪負債比率 ▼ 16.5 14.0 14.3

⑩総負債比率 ▼ 14.2

100.2 91.3

⑨流動比率 △ 32.8 92.0 253.2

⑧固定長期適合率 ▼ 104.0

7.5 △ 12.9

⑦固定比率 ▼ 114.4 111.4 98.8

⑥繰越収支差額構成比率

（消費収支差額構成比率）

△ △ 21.1

2.5 5.4

⑤純資産構成比率

　(自己資金構成比率)

△ 85.8 87.7 87.5

④流動負債構成比率 ▼ 5.6

2.3 13.6

③固定負債構成比率 ▼ 8.5 9.8 7.2

②流動資産構成比率 △ 1.9

150.9 107.5

①固定資産構成比率 ▼ 98.1 97.7 86.4

⑪基本金組入後比率

　（消費収支比率）

▼ 129.7 120.6 126.2 112.7

97.8 98.2

△ 4.5 7.2

⑩基本金組入率 △ 10.2 6.0 10.5 7.3 30.8 13.6

⑨事業活動収支差額比率

　（帰属収支差額比率）

△ △ 16.5 △ 13.4 △ 12.9 △ 4.5

16.3 9.0

⑧借入金等利息比率 ▼ 1.3 1.3 1.3 1.1 0.8 0.2

⑦管理経費比率 ▼ 19.8 17.2 18.3 18.2

103.7 73.3

⑥教育研究経費比率 △ 30.7 28.6 30.7 25.4 25.6 31.2

⑤人件費依存率 ▼ 98.7 107.3 97.1 107.0

13.3 12.2

④人件費比率 ▼ 64.3 65.7 62.5 59.0 60.1 50.9

③補助金比率 △ 14.2 12.9 13.9 13.2

57.9 69.5

②寄付金比率 △ 5.4 3.5 3.8 3.7 3.7 3.9

①学生生徒等納付金比率 ― 65.1 61.3 64.3 55.1


